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洞爺湖町の交付する補助金等からの暴力団排除に関する事務処理要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、洞爺湖町暴力団排除条例（平成２４年洞爺湖町条例

第１８号。以下「条例」という。）第６条第１項及び洞爺湖町暴力団排

除条例施行規則（平成２４年洞爺湖町規則第２４号。以下「規則」とい

う。）第５条の規定に基づき、交付する補助金等からの暴力団排除の措

置を講ずるに当たり、その事務処理に関する基本的な事項を定めるもの

とする。 

 （定義） 

第２条 この要綱における用語の意義は、条例、規則及び洞爺湖町補助金

等交付規則（平成１８年洞爺湖町規則第３０号。以下「補助金規則」と

いう。）に定めるところによる。  

 （意見の聴取等） 

第３条 町長等は、申請のあった補助金等の交付が暴力団及び暴力団員並

びに暴力団関係事業者（以下これらを「暴力団関係者」という。）の利

益となる交付であることの疑いがあると認められるときは、規則第８条

の規定に基づき、次の各号に掲げる内容を基準として管轄警察署に意見

の聴取を行うものとする。 

⑴ 申請者が暴力団関係者に該当するか否かの照会に関すること。 

⑵ その他暴力団関係者の利益となる交付を制限するために必要なこ

と。 

２ 前項における暴力団関係者の利益となる交付であることの疑いがあ

ると認められるときの判断基準は、次のとおりとする。 

⑴ 法人等又はその役員等が、暴力団関係者と認められる場合 

⑵ 法人等又はその役員等が、自社又は自己若しくは第三者の不正な利

益を図り、又は第三者に損害を与える目的をもって、暴力団関係者の

威力又はそれを利用したと認められる場合 

⑶ 法人等又はその役員等が、暴力団関係者に資金等の供給、資材等の

購入など積極的に暴力団関係者の維持、運営に協力し、又は関与して

いると認められる場合 

⑷ 法人等又はその役員等が、暴力団関係者と密接な関係を有している

と認められる場合（密接な関係とは、友人又は知人として、会食、遊

戯、旅行、スポーツ等を共にするなどの交遊をしている場合をいう。

この場合、特定の場所で偶然出会った場合は含まないが、年１回でも
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その事実がある場合は当該要件に該当する。） 

⑸ 法人等又はその役員等が、暴力団関係者と社会的に非難されるべき

関係を有していると認められる場合（社会的に非難される関係とは、

たとえば、暴力団事務所の新築等に係る請負契約を結び、又は暴力団

関係者が開催するパーティー等その他の会合に招待し、招待され、若

しくは同席するような関係を含む。この場合、特定の場所で偶然出会

った場合等は含まない。） 

⑹ 法人等又はその役員等が、暴力団関係者であると知りながら、これ

を不当に利用したと認められる場合 

 （補助金等の不許可、取消し等の手順） 

第４条 町長等は、管轄警察署への意見聴取の結果、補助金の交付が暴力

団関係者の利益となる交付であることが判明したときは、規則第５条第

１項の規定に基づき、その申請等を不許可とし、又は交付の決定を取り

消し、若しくは補助金等の返還等を命ずるものとする。 

２ 前項に規定する不許可、交付決定の取消し及び補助金等の返還に係る

手続は、補助金規則に定めるところによる。 

 （不当介入に対する措置） 

第５条 町長等は補助事業者等に対し、補助事業の履行に当たって、排除

対象者から不当介入を受けたときには、洞爺湖町の事務、事業における

暴力団員等からの不当介入対応要綱（平成２４年洞爺湖町訓令第○号）

の規定に基づき、遅滞なく当該不当介入を受けた内容を報告させるとと

もに、管轄警察署への通報及び捜査への協力について指導するものとす

る。 

２ 補助事業者等が前項に規定する町長等への報告又は管轄警察署への

通報を怠ったときは、補助金の交付決定を取り消すことができる。この

場合における取消の手続きについては、前条を準用する。 

３ 町長等は、補助事業者等が不当介入を受けたことを理由に補助事業等

の期間の延長等の措置を求めたときは、管轄警察署との協議内容を踏ま

え、適切な措置を講ずるものとする。 

 （管轄警察署への協力要請） 

第６条 町長等は、次のいずれかに該当するときは、合意書（規則第８条

に規定する合意書をいう。）に基づき、管轄警察署に文書で協力を要請

することができる。 

⑴ 補助金等の返還を命ずるとき。 

⑵ 暴力団により補助金等を所管する職員等の安全が脅かされるおそ



- 3 - 

れがあるとき。 

⑶ その他暴力団関係者の利益となる補助金の交付等の制限を行うた

め、特に必要があると認めるとき。 

 （記録及び通知） 

第７条 町長等は、暴力団関係者の利益となる補助金の交付を制限したと

きは、その経過及び結果を補助金等からの暴力団排除に関する記録票

（別記様式）により記録するとともに、管轄警察署へ合意書に基づき通

知するものとする。 

 （その他） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、町長等が別に定め

る。 

 

附 則  

この訓令は、平成２４年１２月１日から施行する。 
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別記様式（第７条関係） 

 

補助金等からの暴力団排除に関する記録票 

 

年  月  日 

記録者(所属・職・氏名) 

施設名  

担当課  

申請受付日   年  月  日 

交付等の制限を行った日   年  月  日 

申 

請 

者 

氏名   

住所   

電話番号   

生年月日   年  月  日生 

備考   

警
察
署
の
意
見
等 

警察署   

担当者職・氏名   

意見聴取の内容等   

協力要請の有無  有・無 

備考   

概
要
等 

  

 

 


